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　国連持続可能な開発のための教育（ESD）の10年（英語略記：DESD）/2005〜14）が
終了し、４年が経過しました。また本研究所の前身であるESD研究センターが設立されて
11年が経過しました。ESD研究センターはDESDと共に活動を展開し、我が国やアジア
太平洋地域におけるESDの推進に大きな役割を発揮したとの自負があります。また、
DESD終了後、本研究所は、日本の持続可能性に大きな影を落としている東京一極集中、
少子高齢・過疎化に抗う「ESDによる地域創生」（文部科学省私立大学戦略的研究基盤形
成支援事業（2015-19））に取り組んでいます。このため、本号において、「DESDを考える」
と「ESDと地域創生」の二つを特集テーマに据えました。これらの特集以外に、本号は、
本研究所の（客員）研究員や本研究所とのESD地域連携協定自治体関係者等による報告、
論文、書評等多彩な内容で構成されています。また巻末には本研究所によるこの間の活動
記録を掲載しました。
　DESD終了直後ではなく、数年を経過した現在、DESDの特集を組んだ理由はDESDの
成果を冷静に見たかったからです。学校教育にとどまらず持続可能な地域づくりや企業等
の多様な主体を巻き込むことで進められてきた日本のESDの取り組みは、国際的にみて
極めて先進的であり、DESDの提唱国としての役割を十二分に発揮してきました。これら
の取り組みが可能になったのは、政府と共にDESDを提唱した市民組織（国連持続可能な
開発のための教育の10年推進会議（ESD-J）が政府のカウンターパートとして、つなぎ役・
推進役になったからに他なりません。本研究所（および前身のESD研究センター）は
ESD-Jとも緊密に連携しながらDESDの推進に取り組んできました。
　本特集への寄稿文を通じて、DESDへの多様な主体の取り組みやDESD後のESDの取
り組みの一端を理解することができます。DESD終了後の大きな国際的動きの一つが国連
持続可能な開発サミット（2015）で決議された「持続可能な開発のための2030アジェン
ダ（「国連持続可能な開発目標（SDGs））」の登場です。「誰一人取り残さない」世界の実
現をスローガンとしたSDGsは、2030年での目標達成を目指したバックキャスティングの
視点に立った画期的な取り組みであり、今や国内外のあらゆるステークホルダーによって
推進されています。DESD終了後に登場したSDGsが目指す社会は、まさにESDが実現を
目指した持続可能な社会の当面のビジョンに他なりません。
　ESDが持続可能性にかかわる広範なテーマや内容を包含していることから、「ESDは何
でもありで、概念が良くわからない」という声をしばしば耳にしました。筆者はESDは
持続可能性にかかわる多様な事象・取り組みを「つなぐ装置」であり、ESDは持続可能
性にかかわる多様な事象や取り組みの「つながり」や「関係」を学ぶ取り組みであると表
現してきましたが、ESDのわかりづらさはなかなか解消されていません。しかし、17目
標169ターゲットによって持続可能な世界を具体化することを目的としたSDGsの登場に
よって、ESDが目指す（地域から世界にわたる）当面の持続可能な社会像が明確になり、
個々のテーマ（課題や目標）が明確になってきました。SDGsの達成には、その目標を自
分事化し、主体的に行動する人材の育成は不可欠です。ESDがSDGsのエンジンと称され
るゆえんはここにあります。ESDとSDGsは当面、持続可能な社会の構築に向けた車の両
輪として不可分の関係にあります。「持続可能な社会の担い手」を育てるESDが、SDGs
の登場によって飛躍的に広まるチャンスが来たのです。本研究所としてもSDGsと連動し
たESDの取り組みを今後強化していきます。
　最後に本号の発刊が遅延したことから、掲載が遅れた論文や報告などご寄稿いただいた
方々に心からお詫び申し上げます。また本号の冒頭に寄稿した拙稿においても述べていま
すが、本研究所のこれまでの10年はESDに関心を寄せる多くの方々によって支えられて
きました。これからの10年もご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。
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